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いま、いのちと健康を守る大きな国民的な運動の共同を !

愛労連の労働安全衛生活動の一環としてセンターも協力して民間ではすすんだ
とりくみをしている川本製作所の職場の労働安全衛生活動の実際を学ぼうと工場
見学と懇談 ・交流会を会社と労働組合の協力でおこなった。名古屋市水道局に続
いてセンターとしては2回 目のとりくみである。参加者はとても多くのことを学
ぴ職場の活動に生かそうとしている。今度は、名港労協と協力し合って名古屋港
でやろうと準備がすすんでいる。
団体生命保険問題では、センターや団体生命保険のあり方を考える会がNEK
をはじめ多くのマスコミの取材に協力してきた。2月 25日 にNHKの 「クロー
ズアップ現代」での全国ネットでの放映の影響は大変大きく、連日センターにこ
の問題での問い合わせが続いた。焦点の文化シャッターの地裁判決がだされた。
「社員の同意のない契約は無効」との内容であるが、保険会社の責任や遺族の救
済には問題がある。新型団体生命保険、団体生命保険のあり方を正す運動の新し
い段階にきた。5月 23日 にはこれまでのとりくみを集大成した大規模な集会を
計画している。
女子保護規定撤廃眠止の運動も中央連絡会での大きな共同や地方での連絡会も
つぎつぎ結成されて運動が広がり、連合系、中立系の労働組合、さまざまな女性
団体との共同もすすんできた。女性の国会議員への影響も広がってきた。4月 か
らいよいよ国会審議に入る。4.18の 大集会をはじめ正に正念場である。 「男
女とも健康で人間らしく生き働ける社会的ルールの確立」めざして男女共に 「労
働者保護後退を許さない」運動をさらに広げよう。
国立病院への長時間夜勤2交 代導入も4者 共闘 (全医労、医労連、国公、県労
連)を 軸に、導入阻止、撤回、変更などのとりくみが全国で広がっている。女子
保護規定撤廃阻止、医療制度改悪阻止のとりくみと一体となって、患者の安全 ・

健康、看護婦の健康と労働 。生活を守り、日本の国民医療制度を守り充実させる
ことを一つにしてたたかおう。
全労連などの6団 体共催でいのちと健康を守る活動家要請講座が開かれた。そ
こで、 「『働くもののいのぢと健康を守る』全国安全センター (仮称)ど につい
て、全労連 「いのちと健康を守る」対策委員会から、6団 体との協議をふまえて

要轟藁塞各基畠軽多写重雪役者あ曇墨緑縁R兵簿雰を了宮萩誓香ぞ晶昔蚕戦賛留
よう準備がすすんでいる。全国センター設立に向けての新しい段階にはいった。
焦点の名古屋市長選が 6日 告示、20日 投票と迫つてきた。働くもののいのち
と健康を守るためにも、住民本位 ・参加のくらし ・福祉を充実させる革新 ・民主
の市政が必要である。革新市政時代の福祉日本一が、今は惨々たる状況だ。 「国
民が主人公、住民が主人公の新しい政治」を名古屋で実現しよう。
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過労死の救済と予防

愛知働くものの健康センター理事長

L

1.今 日の過労死

過労による死亡|ま、昔からあった。しかし、それ

を 「過労死」という言葉で表現 したのは
「過労死―

肘ち・心臓系疾病の業務上認定と予防」(L畑 鉄之丞、

IJ虎俊一郎編著、労働経済社、1982年)と いう菩物

が最初である。■畑をはじめとする著者たちが、1970

年代の在職中死亡の実態を分析し、過労による死亡

の労災認定の取 り組みの経験をまとめる中で、今日

の社会の矛盾を明快に示す 「過労死」という概念を

抽出した意義は極めて大きいものであった。

考えてみれば、戦前は、労働者の長時間に及ぶ危

険で過重な労働、低い賃金、栄養の不足、保健 ・医

療 ・福祉などの社会的な条件の不備などが重なり合

い、過労による病気や死亡が生じていた。昔の過労

死の背景には社会的な困窮の時代の諸々の囚子がか

らみあっていた。

しかし、こうした過労による死亡の背景は、第二

次大戦を境にして、とくに戦後の高度経i斉成長期を

境にして、大きく変化した。今日の過労死は、以前

と異なり、生活条件や医療、労働保護などの社会的

な条件が改善され、平均寿命が世界
一となり、企業

の活動も経営も著しい繁栄を誇る時代に起こってい

る。機械化 ・自動化の普及によって以前に比べ労働

でのエネルギー消費が減少したメリットは労働者に

還元されず、逆に実働率が高められ、また労働は神

経緊張の強いものに変わり、さらに残業 ・夜勤が増

加した。労働者は企業が強制した労働のプログラム

によって支配され、その影響は生活の内容を歪ませ、

人格の劣化さえおこつている。それが今日の過労死

の背景である。

労働者は健康保険制度が普及した社会で、医療機

関が発達した都市で、満足な医療や配慮を受けずに

死んでいる。使用者の行う健康診断で異ぱが指摘さ

れながらも、適正な仕事への配置がなされずに、長

時間 ・過官労働や深夜勤務を強いられ、健康異常と

業務の負担が共働影響を生んでいる。

医学報告や過労死110番の事伊」分析から過労死炉J

を産業別に見れば、製造業から運輸、通信 ・放送、

出版 ・印刷、金融 ・保険t公 務、サ
ービスなど広範

な産業に及んでいる。その機種は、現場にとどまら

ず事務部門に及び、管理職をも合んでいる。

今日の 「過労死」は、まさに豊かな日本の社会の

バラドックスである。

2.過 労死裁判で争われた こと

(1)過 労死裁判に関わつて

過労死裁判に関わつた私の最初の経験は、名古屋

市下本処理場で夜勤中に死亡した松川さんの公務上

認定中請を却下した地方公務員災害補償基金名古屋

支部の結論を覆すことを求めた裁判である。裁判は

1975年に始まり、原告勝訴で1979年に終わった。

それ以来、私は幾つかの過労死裁判に関わり、他

の地方での裁判の資料を読む機会にも恵まれた。そ

の中で、私は特に労働と健康の関連についての原告、

被告の主張、裁判所の判断を対比させてみた。そこ

には今日の労働の健康影響についての考え方の基本

的論争があった。その幾つかを記し、私の考えを述

べてみたい。(事lHlとしては、労働基準監督署長の判

断の是非を問われて被告の立場にたった国側の反論

を取り上げた。)

(2)病 気の自然史
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回は、原告労働者の死亡は病気の自然の経過によ

る死亡であって、業務の負担とは関係がないと反論

する。

「疾病の自然の経過」という概念の内容は、過去

の医療や社会生活などの話条件の歴史的な経過の上

になりたっている。その意味では不変なものではな

く、進んだ病凶の探求と診断の方法、新しい治療と

労働条件 ・生活条件 ,生活習慣等の改善などによっ

て病気の自然史を変えることが出来る。

こうした観点から見れば、病気の進展の過程、そ

の終末の破綻へ至る過程のなかに、どのような条件

があったら病気の進展は防げたか、破薙は防げたか

という検討こそ重要な分析の視点だということがわ

かるだろう。それは事故再発防止の原因分析の原則

と同じであり、そうしてこそ、過労死を生みだした

背景因子を客観的に明らかにし、あわせて予防に役

立てることができるのである。        ‐

(3)業 務の過重性

国は、長時間の労働や夜勤があっても、他の労働

者がそれに耐えていれば、「業務は他の者と比べて過

重ではない」と主張する。

外からの負荷に対する人間の受けとめ方、反応の

大きさ、それが繰り返される際の影響の累積結果は、

個々人によって同じでなく、特に健康な労働者と、

なんらかの健康異常、疾病を持った労働者を比べた

場合、両者にかかる負荷が同じでも、両者が負担と

して感 じる程度や負荷への反応の内容は大きく異な

るのは医学的に明らかである。

上畑は「過労死の研究」(日本プランエングセンタ
ー、1993)の中で、労働省の専門家達が、WHOの 労

働関係疾患に関する報告の基礎になった国際的な諸

研究のなかに、高血圧や動脈硬化などの基礎疾患の

ある労働者への作業負荷が健常者と異なること、心

理的 ・身体的な作業負荷に対する高血圧患者などの

反応が正常血圧者と異なること、高血圧患者や虚血

性心疾患患者の労働適性が正常者と異なること、な

どの報告があることを見過ごしていると指摘 してい

る。

国は、認定の基準が全ての人に平等であることが

必要であるから、個々の人によって異なる負担を基

準の中には組み込めないという。これは読弁である。

―――
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紐媒すべきは、負荷が、その人の健残状態を悪化さ

せたり、病気を予測される推移以上に悪化させたり

するものであったか否かなのである。

これに関して、最高裁事務結局行政局発行の資料

(行政 ・労働 ・知的財産権関係事件時報42号)は 、

次のような考え方を記している。「基礎疾病を有しな

がら通常の勤務に就いている者にとって、その基礎

疾病を有意に悪化される可能性のある業務は危険を

内在したものであり、そのような業務に就いたこと

により基礎疾病が有意に悪化した場合には、業務と

その結果との問には相当囲果関係を肯定しうること

になる。」注目すべき指摘ではないだろうか。

(4)継 続影響と直前影響

回は、発症に関わる影響は正前が最強で、日を遡

るほど薄 くなると主張する。

この見解は、死亡にいたる病的状態が準備されて

いく過程を問題にせず、病的状態の破綻―死亡の引

き金になった発売 (脳出血、心筋模塞など)の みを

問題 とした考え方である。年余に及ぶ長時間労働、

夜勤労働が継続 して存在し、これが蓄積疲労、ス ト

レス状態を生み、高血圧を悪化させたりする事態が

同僚、家族によって、時には医師によって認められ、

作業の軽減が要請されているような経過があっても、

発症直前の労働負担が通常であれば問題にしないと

いう考え方は、医学的に見ても、社会的通念から見

ても納得できないことである。原告勝訴の判決で、

原告の主張、及び裁判所の見解が国の主張と大きく

食い違うのはこの点である。

馬杉則彦 (横浜労災病院副院長)は 次のように記

している (産業精神保健、 4(1)、1996)。「脳血管管

疾患の認定基準について、その変遷を述べてきたが、

学問の進歩が社会通念を上回っておらず、いわゆる

医学的経験貝Jを堂々と展開できないところに大きな

問題を抱えているのが現状である。」この現状をこえ

て、労働者保護の法の救済は、積極的に展開され始

めているのである。

(5)健 康管理の労働者責任と企業責任

国は、労働者の医療を受ける態度が悪いことを取

り上げ、疾病がありながら健康管理に努めなかった

から死亡に到った、と労働者の責任をす旨摘する。一

方、同僚や世間の意見の中に、なぜ死ぬまで医者に
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過労死の数済と予防

かからなかったのか、なぜ死ぬまで働いたのか、と

いう開いかけがある。

病気を省みず働き続け死んだ労働者に、アメリカ

の心疾患のリスク・フアクタ
ーの研究から本唆され

た、積極的に行動に打ち込む
「Aタ イプ人間」とい

う類型をあてはめることがある。しかし我が日の事

例からは、仕事に向かって白らを駆け立ていくAタ

イプ人間を企業が作り出していると言わざるをえな

い。行Jれて病室に運ばれながら、なおも、俺がいか

なければ会社が危ない、 と叫ぶ労働者の声は、それ

を訴えているのではないだろうか。

過労死に陥った人達の行動や反応を検討してみる

と、健康教育が効果を挙げえないほどに、大脳活霞カ

は仕事本位になっている。日常の生活のプログラム

から、家族といっしよの人間らしい生活のプログラ

ムが消え失せている。そこでは医師の言葉 も重みを

持たない、家族の制止の声も響かない、自分の心身

の機能が破能にひんして発する体内の危険信号も受 ゃ

けとめ得ない、そうした大脳の活動が労4311者の行動

をコントロールしているようである。労働者の大脳

活動には人間的な白主性を基礎にした思考活動が存

在 していないかの如 くである。企業が、教育や残業

手当 ・昇進の評価によって、そうした労働者を作り

出しているのではないか古

裁判では、病気の労働者のための教育や労働の措

置を医師が指示したか否かがほとんど問われない。

医師の証言で、労働者が薬だけもらって帰っていく、

日常生活での医師の指示を守らない、酒を欲む、塩

分が多いものを取 り過ぎる、などがある。 し かし現

実は、労働者が厳しい労働に追いまわされ、医者に

かかる積極性を失い、充分な教育も受けず、酒を飲

んでストレスを紛らし、毎日の仕事に耐えていくこ

とだけに関心が集中し、自身の健康をみつめる心の

ゆとりを失っていくことや、夜勤に従事する労働者

が、間に合わせの食事ですませているうちに、良い

味党、良い食事の選択意識を失い、バランスの悪い

食事を取るようになることが知られている。長時間、

深夜変替勤の連続は、生活の態度や内容、その習慣

にまでも影響する。良くない労働は良くない習慣を

生む。それは大切な医師の教育
・指導の効果をマイ

ナスにする。

さらに重要なことは、病気を持った労働者の仕事

についての医師の配慮はあったか、その内容はどう

であったか、その配慮は、使用者の側に届いたか、

それは受け入れられたかを検討することである。医

師の配慮をPxtけた使用者の構置は、治療を有効にし、

病状の悪化を食い止めるためには不可欠なFH8題であ

る。しかし、裁判でそれらが検討されることは極め

て少ない。

健康不調や病気の時に、企業が休養や受療のため

の体幌を保障 していることが大切である。 ド イツの

多くの企業では、病休は労働者の当然の権利であり、

企業の年度始めの要員計lIHの中に、有給休暇の完全

取得、予濃1される病気体暇が考慮されていつと
いう。

1996年10月に始まったドイツの労働者の病気体暇手

当て削減をめぐるストライキは、こうした社会的な

償認が背景にある。しかし、日本の企業社会では、

病体はおろか牛4末の完全取得をみこんだ要員は配置

されず、一日8時 間でこなしきれない仕事量が組み

込まれ、病気になっても、我慢 じて出勤することが

当たり前である。そうした職場の労働者に、積極的

な受療を期待できるだろうか。

(6)人 間としての生活と労働のプログラム

国の主張を反面教師として考えれば、過労死を防

ぐためには、自分の健康と家族との人生のために譲

らないプログラムをもつことがいかに大切であるか

がわかる。仕事がこなせないから、同僚に迷惑をか

けてはいけないからといって、医者にかかるための

体H段をとらずに働き続けて行」れたときには、療養を

怠ったという健康管理の自己責任を問われるのであ

る。無理をして働いて倒れれば、ほかの労働者が行J

れていないのだから自分が弱かったのだ、と自分の

体質の弱さだとされるのである。このことからの教

訓は、健康の不調なときや病気の時は必ず休んで医

者にいく、それを認めない企業では働かない、人の

ことを気にしては働かない、大事なことは自分と家

族の人生だ、そのための生活のプログラムは譲らな

いことである。労働者にとって、国が間う労働者の

自己管理責任とはこのようなものである。そうした

自党を一人一人の労働者が持ち、健康を損なう労Ell

の改善を求める共同の行動を育てていくことが、過

労死を無 くす取 り組みの基礎ではないか。こうした
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観点に立てば、残業や夜勤を人間らしい健"モや生活

を理由にして回避する自由が保障されねばならない

のではないか。

3.過 労死予防 か らほ ど遠 い労基法

過労死を生む長時間と深夜の労働がなぜなくなら

ないのか、それは日本には女性を除いて残業の上破

と深夜労働の実施に関する法的な規則が存在しなか

いからである。残業は労基法36条の残業に関する労

使の協約さえあれば 上限なく可能である。1997年1

月末に労働省が発表 した1996年の勤労統計結果 (速

報)で は、30人以_上の規模の事業所での年間絡労働

時間で95年との指数比較で所定内労働は0_2%の 減

少、残業は7.1%の 増加である。そして常用雇用(パ

ー トを含む)労 働者の総数は、95年比で0_4%減 少、

とくに製造業では2.2%減 である。リストラによる人

員削減を残業でカバ
ーしたのではないかと疑われる。

すでに労働大臣の私的諮問機関として1969年に発

足した労働基準法研究全は、労働安全衛生法制定の

検討に続き、女子保護規定の検討を行い、1978年11

月、女性の時間外 ・深夜勤にかんする保護規定を妊

娠 ・出産に関するもの以外は数廃することを提言し

ていた。当時の労働者運動はこの提言を法案にする

ことを許さなかった。それから20年近 くを経た今、

労働者運動の弱化と企業の強い規制緩和要求を受け、

この提言が 一気に法案化され国会に上程されようと

している。もしこれが実現されれば、日本は残業、

深夜業の規制の無い国になる。このままでは、男性

の過労死は女性にも広がり、家庭生活の自由な計画

の可能性が奪われてしまい、家庭の崩壊さえ招きか

ねないいう不安の声が起こっている。

4.過 労死の取 り組みの発展

(1)19'0年 代から80年代にかけて

在職死亡者の遺族が、死亡は過重な労働によるも

のとして労働基準監督署に労災認定を申請する件数

は、1970年代に入って徐々に増えた。しかし厳しい

認定基準にFBまれて、多くの事lalは認定を却下され、

その中から裁判に訴える事例が増え始めた。1960年

代は6件 、1970年代は16件、80年代は30件である。

弁護団は、労働省の認定基準の基礎である災害主

労働総研ク才―タリーNQ26(97年 春季3)

義の法理論を批J竹し、労働による疲労 ・ス トレスの

継続が基礎疾病を増悪させる、という共働原因説に

たつ弁論を展開した。裁判での原告の勝訴件数は、

1961～70年で 3件 、71～80年で 8件 、81～90年で16

件で、徐々に増えて、判決の内容は注目すべきもの

となっていった。すなわち、長時間の労働、深夜勤

務の連続、過有な負担の大きい労働などに、高血圧

その他慢性の病気を持った労働者を、健康状態を考

慮せずに配置したことの誤りを厳 しくす旨摘 し、発症

の直前の過重性のみを論 じる労働省の認定基準は誤

りである、そうした不当な労働を負荷 しながら労働

者の療養態度を批判することは是認できない、など

である。

こうした経過は過労死問題が、高度経済成長期の

産業公害について、企業と政府の責任を裁判によっ

て問い、その判決を基礎に
一層大きな運動を展開し、

それによって企業からの反省を勝ち取 り、政府の指

導責任を明らかにし、法制度の、とで問題を解決 し向

かわせた事態と同じ経過をたどっているといえる。

(2)新 しい展開

過労死の取 り組みは1980年代後半に至って質的な

転換が起こった。1988年6月 、各地の過労死弁護団

は全国ネットワークとしての過労死110番を開設し、

埋もれた過労死の実態を明らかにした。その成果の

上に全国過労死弁護固 (1988年10月)が 誕生した。

総評 ・中立労連の時代のいのちと健康を守る運動

の経験を積んだ多くの労働組合や、機業病対策連絡

協議会、総評解散後に新しく誕生した全労連の労働

組合などは、過労死 ・在職死亡をなくし、職場の安

全衛生活動を強める運動を展開し始めた。各地で在

職死亡の労災認定の申請がなされていった。1988年

11月には、運動の焦点の一つとして、「過労死を考え

るつどい実行委員会とが結成され 「勤労感謝の日を

まえに過労死を考えるつどい」が各地の家族の全を

包み込んで東京で毎年開催され、国会や労働省への

働きかけもなされ、運動の前進に大きな役割を果 じ

た。励まされた各地の家族の全は、1991年11月、
「全

国過労死を考える家族の会」を構成した。

5。 ここまで きた過労死問題

(1)裁 判判決と企業への影響
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過労死の救済と予防

1990年代になって裁判は、判決による労tSl省認定

基準への批判を次第に敵しくした。裁判判決での労

働者イ貝1の勝訴は、1991～96年5月 で42件である。1996

年 1～ 3月 には最高裁判決 3件 があり、労働者側勝

訴は 2件 である。こうした裁判判決を紹介する新

聞 ・TVは 、各界の労働省認定基準への厳 しい批判

を伝え続けた。

このような社会的な大きな取 り組みや裁判判決の

動向は企業の側にも影響を与えた。

1989年6月 6、 7日 、日経違の主催による第71回

経営法菅金田大会が
「過労死」問題 もテーマにして

東京で開催された。そこでは、10日前の東京高裁が

一審判決を逆転して労災を認容した大日本印刷過労

死裁判の判決の内容、過労死問題をめぐる社会的な

動向や、企業責任、労働者の個人責任などについて

多くの議論がなされた。日経連の顧問弁護士達は、

企業に向かって、過労死問題を通して労働者の健康

管理への配慮や対応策が求められた始めたことへ、

強く注意を喚起 している。企業も、自らの対応責任

を認識せぎるをえなくなったことがわかる。

1996年10月3、 4日 、過労死と能力主義管理をテ

ーマとして、第82回経営法菅全国大会が大阪で開か

れた。過労死PHg題では、過重な仕事が原LAlでうつ病

となり自殺した電通労働者の事件、神戸製鋼所の入

社 1年未満の新入社員がインド出張中に、業務上の

トラブルから精神障害を起こして自殺した事件など

がそれぞれ東京地裁 (同年 3月 )、神戸地裁 (同年 4

月)で 原告勝訴となったことが検討された。また上

記の最高裁の三つの判決で、業務による治療機会の

喪失が死亡の義務起困性の判断を生んだことも検討

されている。いずれの検討においても、企業の長時

間労働の回避、安全優先の義務、発症後の対処の仕

方などへの警告が述べられている。

(2)労 働行政の対応            t

1995年2月 、労働省は認定基準の原則を田執しな

がらも世論とのギャップを意識 し、「社会に対応する

行政を」という趣旨で認定手続きに手直しを加えた。

その結果1995年度の認定件数は76件と前年の32件の

2倍 を越えた。

1996年4月、労働省労働基準局は、日経連に対す

る残業規制とサービス残業の廃止を要請する文章を

送り、その中で、1995年10月の長時間労働による証

券会社職員の過労死の労災認定(大阪)、1996年3月

の広告会社職員の長時間労働によるうつ病からおこ

った白殺に対する損害賠償判決 (東京)な どの事例

を取 り上げ、企業が事態の深刻さを認識 し残業を規

制するように47Eした。1996年5月 、文部省は、 日経

達にたいして、生涯学習の振果に関する企業へのア

ピールを送り、その中で、親子の触れ合いをお、や し、

家庭が
中
心の層場所

"で
あるようにするために 「残

業を少なくしたり、体暇を取りやすくしたり、単身

赴任をできるだけでなくすなどして」はしい、と記

している。労働者の肉体や精神を破壊する過重な労

働が、家庭をも破壊 していることに、文部省もまた

危機感を地いていることがうかがえる。

これまで過労死という用語を拒否していた労働省

は、1996年6月 から毎月第 2曜 日に過労死110番を始

めることに決定した。初回の相談には249件の相談を

受け付けている。一方、職場の健康管理を強化する

ための、産業医の専P骨性、権限、健康診断の結果の

通知などに関して労働安全衛生法を改正 (1996年10

月施行)し た。さらに法に定められた 「健康診断の

結果に基づき事業者が講すべき措置」に関する指針

を公示 (1996年10月 1日 )し た。この公示の趣旨の

中で、高齢化にともない労働者の循環器疾患が増え、

産業構造 ・技術革新による労働態様の変化で疲労、

ストレスを感じる労働者が増えていること、
「過労

死」が発生じ社会的にも大きな問題になっているこ

とを明記した。そして医師の意見により必要がある

と認めるときは、就業場所の変更、労働時間の短縮

などの措置を講するなどを指示している。労働省は

「過労死」を公式の文言として括弧つきながら用い、

その予防策を指示したのである。

(3)過 労死の取り組みが社会に与えたインパクト

約20年におよぶ取 り組みが、日本の社会に与えた

インパクトは実に大きなものであった。

1.労 働者の人間らしい生き方を妨げる現代の企業

本位の社会を告発したこと。企業支配のプロク

ラムがいかに苛酷であり、労働者の人間として

生きる権利を奪っているかを明らかにしたこと

2.一 人一人の労働者が、家族と共に人間として生

きるための譲らない労働と生活のプログラムを
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対置させ、企業にそれを守らせることの大切さ

を示し、労働者の人権志融を強めるきっかけを

つくったこと

3.裁 判判決を通して、労働者の人権をまもる義務

を企業や行政に明示させ、労働と健康について

の司法の判断を豊かにさせたこと

4.労 働者の犠牲を救済する制度の貧困な実態とこ

れを運舟3する非人間的な考え方を明らかにし、

労働行政の在 9方 に反省を迫ったこと

5,労 働組合はなんのために存在するか、労働者の

人間存在をまもるための責任を来たすことの意

義を考えさせたこと

6.世 界の人々に日本の企業本位の社会の矛盾を知

らせ、日本式労務管理の進出による労働者の権

利の侵害とたたかう労働者を励ましたこと

などがある。(5、6の 内容は紙面の都合で省略した。

「過労死問題と労働者運動」として他の機会に記す。)

G.過 労死 を救済 し予防する運動の新 しい

発展 を

(1)具 体的な提案

過労死の教済と予防のための基本的な提起は、長

い取り組みの中ですでに出来上がっている。

過労死認定基準については、過労死弁護団全国連

絡会議の1991年の提案がある。労基法75条に他の原

困 (基礎疾患等)と ともに業務が共働原因となった

疾病を 「業務上の疾病」とする定義規定を新設し、

業務上疾病あ推定条項を追加すること、記録の閲覧

規定を設けること、労基法施行規則35条別表の列挙

疾病の項に、業務による過労死や精神障害を合める

ことなどである。それは、ストレスに満ち温れた現

代社会の労働実態に対応できる業務上疾病認定の根

本的な見直しの方向を示唆するものである。

経済企画庁の1994年の研究論文では、1労災保険の

収支は、災害や職業病予防活動の促進、企業保険金

納入の改善などによって安定化し、年間1,000人を認

定しても労災保険収支は全く悪化せず、認定増によ

って企業の責任意識が高まり、時間短縮もすすむな

ど社会的条件の整備に役立つことから、認定基準を

緩和するように勧めている。

医学的検討では、日本産業衛生学会は1995年、
「循

労働総研ワォータリ
ーNo26(97年 春季号)

環器疾患の作業1対逆要因検岳J委員会報告」の 「職場

の行環器疾患とその対策」の項で、認定基準の改善

について、「①長期間継続する長時間労働や仕事のス

トレスによる疲労蓄横や過労を誘因とした発症を業

務上とする②発症前1週間以内という過重負荷期間

の制限を削除する、③労働過Lff性の判断では、本人

の健康状態や基礎疾患を考慮する」などを提案して

いる。

労災認定業務を担当する労働者の組合である金労

働省労働組合は、1995年、災害主義の認定基準を改

めること、複雑な認定手続きを簡易化し、柔軟な対

応を可能にすること、労働者の人権を守る労働行政

のありかたなどに関する詳細な提案を行っている。

過労死予防については、金労連が労働基準法や安全

衛生法を改正 して、残業や、変形労働時間、夜業な

どを規制する条項を設ける、心身の過重負担を生む

労働の規制、疾病を有する労働者にたいして医療 と

労働緩和を保障するための措置 (受療のための体業

過労防止のための休憩、健康状態に適した労働の配

置、配置番えよる賃金差額の手当て化など)‐をとる

条項を設けるなど、優れた提案をしている。

(2)連 帯 した取り組みを

こうした提案を上台として、過労死の救済と予防

の問題の解決には、いま社会の総力を挙げたラス ト

スパー トが求められている。過労死裁判での徹底し

た勝訴、労災認定基準の改正、長時間労働
・深夜交

替勤務の規制の実現、女子保護規定の撤廃を撤回さ

せる、過労死に通 じる在職死亡を無くす、病気を持

つ労働者への配慮を保障するなどの取 り組みを強め

ることである。週休 2日 と完全年休取得を可能にす

る要員確保の義務づけ、 8時 間でできる
一日の仕事

の計画、それらもまた大切な要求である。

いまこそ、連合、全労違その他の労働組合組織の

違いを越えて、すべての労働者が違帯し、情報を伝

えあい、学習をつよめ、取 り組みの経験を交流し、

企業や政府に対する要求を明示 し、その実現をはか

る取 り組みを育てることが必要である。そこから、

21世紀を展望する 「労働者の↓ヽのちと健康をまもる

新 しい違帯」がうまれることを期待したい。

(理事 。名古屋大学名誉教授)
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「いのちと健康を守る」活動者養成講座に参加して

鈴木 利往

春
一番が観測された2月 21、 22日 熱海において、

「いのちと健康を守る」

活動者養成講座が開かれました。この講座は、国民救援会、全国職業病対策実行

委員会、全労連、東京地評、東京労連、民医連の六団体による初めての共催で開

かれたものです。参加者は、文字どお り、北は北海道から南は九州まで約 100

名にのぼ り、 「六団体による初めての共催」ということで、命と健康を守る運動

の拡が りの大きさに深い感銘を受けました。さらに、労働者と研究者そして医者

が一同に会 して学習し、活動交流を深めることができたという点で、大変意義が

ある講座であつたと思います。

私は、教員組合の労安活動のあり方を学習するために、 2月 22日 (上)13時

から愛知高教組の 「職場労安活動学習
・交流会」に、特別の参加をお願↓ヽしてあ

りました。しかし、 「いのちと健康ニュ
ース No.110」 でこの活動者養成講座

の開催を知 り、急邊予定を変更しての参加でした。予定をあえて変更し、この講

座に参加 した理由は、二つあります。第
一点は、 「いのちと健康を守る」運動の、

全国的な進展状況は、どのようになっているのかということを自身で確かめたっ

かたこと。テ第二点目は、あいち健康センタ
ーの理事会で、山田信也先生が、常々

言つてみえる 「全国安全センタ
ーの設立」の進捗状況を知 りたかつたことです。

日程は、第
一日目は午後 1時 半から午後 5時 45分まで、第二日目は午前 8時 45

分から正午までとかな リハ
ー ドなスケジュールで、内容も、記念講演と

一時間半

の講座が二つ、そして職場活動報告が五つと豊富なものでした。学習してきた事

柄は、今後の愛知健康センターの諸活動に生かして行きたいと考えています。

また、第一日目の休憩の時間には、参加されていることも全 く知らなかつた愛

知健康センター事務局原田さんの参加を知って驚嘆◇夕食の時間を利用 し、愛知

健康センターの活動の紹介 (昨年 11月 下旬開催の労働安全衛生学校の様子と」

MIU川 本製作所の労安全衛生活動見学 ・交流会の様子が主)を 私が行い、原田

さんが、 「団体生命保険」問題についての取 り組みの紹介を発言することを確認

しました。そして、二日目の全体討論の時間に、積極的に挙手をし、愛知健康セ

ンターの活動の紹介を自信を持つて、参加者にアピールしてきました。

講座の最後には、 「『働 くもののいのちと健康を守る』全国安全センタ
ー (仮

称)」 についての意義、目的、設立のプロセス、役割などの提案が、全労連
「い

のちと健康を守る」対策委員会からありました。愛知健康センタ
ーでも、この提

案を十分検討して、 「全国センタ
ー」設立に尽力すべきと考えます。

六団体の共催で初めて開かれた本講座は、私達の長年の願いである 「全国安全

センター」の設立へ向けて、大きな
一歩を踏み出した講座であり、私の当初の参

加目的を十分満たしてくれた内容であつたと確信 しました。

(健康センター理事 ・名高教)
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<妻 義う祥 >

1997年 2月 21～ 22日 ・活動者養成講座

「F働くもののいのちと健康を守る」全国安全センター(仮称)」について

全労連 「いのちと健康を守る」対策委員会

1、「全国安全センター」設立の意義と目的

労働省の 「毎勤統計」によると95年 度の常用雇用者は、20年 ぶりに減少し、逆に労働時間は8

年ぶりに増加するなど、すべての産業における人減らし 「合理イ隆 と労働強化の下で、過労死はじめ

労災・職業病が後を断たない状況など、 略 Kも ののいのちと健康を守る活動」は労働組合にとって

ますます重要になつており、その 「全国センター」 「地方センター」結成は、多くの労働者・労働組

合、関係団体が求める重要な課題となっていま抗

① 憲法で保障された '生存権」 「労働権』 F基本的人権」を労働者に定着させ、健康な体で労働で

きる職湯環境をつくり、過労死や労災や、職業病を出さない職揚にするためには、 「働くもののい

のちと健康を守る活動」を労働組合の基本的任務と位置づけ、労働組合の重要な課題として、単

産・地方、すべての職揚から運動を強化する必要がありますし、その情報収集・公報や教育・活

動家養威等は当面の重要課題となっています。

② 国際用語にもなっている rヵローシJを生み出す職場の労働実態は、労働者のいのちや健康を無

視した企業・経営者の 「もうけ歯 _と、その経営方針に同調する 横 、幹部の 「合理化推

山  「労働者の要求無視」と 「労災かくし」などから生じています。臨調 「行革」路線の中で労

働省はじめ各省庁の定員削減がすすめられ、労働行政が後退しているもとで、人減らし「合理

イ鞄 ・労働強化に反対し、労災・職業病・過労死を生み出さない労働条件・職揚環境をつくるこ

とは、 「たたかう労働組合」の重要な課題となっていますし、全労連とその加盟組織のたたかい

が多くの労働者に大きく期待されています。

③ 政府・労働省や労働基準監督署、公務災害基金等の 「労・公災認定基準のきびしさ」や 「労災つ

ぶし」 「労災打ち切り」などの改善を当面の重点課題として追求する必要があります。そのため、

要求の整理、関係省庁どの交渉や行動等で要求の前進、制度改善を迫る必要があります。また、

労働基準法や労働安全衛生法・労災保険法などの改悪に反対し、労働基準法の抜本改正、制度要

求の前進のため奮闘する必要があります。また、中央労働基準審議会や労災補償保険審議会、じ

ん聯審議会等の労働側委員や労災保険審査会参与・労災防止指導員などの連合独占をやめさせ、

全労連'県労連からの推薦委員の選出など運営の民主化を求めて運動を強イヒする必要があります。

④ 労災・職業病、過労死閥題等に関係する諸団体との共闘や共同闘争を発展させ、制度改善や労災

認定闘争・裁判闘争等の勝利のためには、労働組合ばかりでなく労働安全衛生、働くもののいの

ちと健康、労災職業病等に関する広範な団体・個人が結集した全国センターが求められています。
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]、これまでの経過と全国センタ
ー設立のフ
°
田セス

1、これまでの経過

① 89年 の総評解散に伴い 「総評安全センタ
ー」は、

散させられましたが、 11月 の金労連絡成直後から

多くの反対を押し切って解

「全国センター」結成の働

きかけが行われてきました。

② 92年 には、学者
・研究者や医療団体などと r全国センタTJ結 成をめざした

集会なども行われましたが、結局 「時期尚早」として結成には至りませんでし

た。

③ 全労連はその後、98年 に 「いのちと健康を守る対策委員会」を発足さ
せ、毎

年 「学習交流集会」や 「活動家養成講座」を開催すると同時に、単産
・地方で

の労働安全衛生活動やいのちと健康を守る活動の方針提起を行い、さらに労災

職業病の認定闘争や労働安全衛生法の改正などの取り組みでは関係団体と共同

して運動を進めてきました。

④ 96年 6月 には、6団体 (全労連、全国労災職業病実行委、全日本民医連、国

民救援会、東京労連、東京地評)の 共催で 「地方組織のいのちと健康を守る活

動交流集会」を開催し、地方組織の活動交流を行うと共に、全国センタ
ー・地

方センター結成の重要性を討議しています。

③ この集会での 「全国センタ
ー」への期待と討論内容を受け、6団体は 「全国セ

ンター」の検討を始め、96年 12月 には6団体で 「alセ ンタ報 護 員鈍 として

「全国センター設立のプロセス」 「全国センタ
ーの役割」などを検討し成文化し、各団体の

本部段階での検討を行ってきています。

2、 「全国センター設立準備会」の発足まで

① 6団体共催で2月に 「活動者養成講座」を行い、6団 体の共同を強め
ると同時

に、検討委員会での協議と各団体での検討を始める。 (各団体でどの時期まで

に、どの段階での検討にするか?)(各 県センタ
ーヘの提起は?)

② 6団体での検討を進めると同時に、広範な労働組合、団体等
へのよびかけ、共

同の働きかけを進める。さらに、学者
。研究者 ,弁護士等との話し合いを進め

る。

③ 6団体め他にも団体や労働組合によびかけ、その共催で1997年6月に
「学習交

流集会」を開催し、学習。交流と同時に r全国センタ
ー」についての論議を行

い、 「全国センタ
ー設立準備会」,発

足の提起を行う。 (その時点で準備会が発

足できるのかは、各団体での検討状況と準備会にどのような団体
・労組に参加

してもらえるかによる)

3、 「設立準備会」について

① 「設立準備会」は基本的に団体
・労働組合の構成とし、学者

・研究者 ・医師
・弁

護士などとの協議の場や連携した取り組みを行う。

②設立準備会では、「全国センタ
ー」の「設立趣旨」 「規約」 「組織」 「体制」
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「財政」等を検討し各団体と協議すると共に、広範な団体 ・専門家への参加の
よびかけを行なう。               ヤ

③ 設立準備としてニュースの発行や交流集会、活動家養成講座の開催等を行ない、
運動 ・活動を通して全国センターの役害Jと必要性を深める。

④ 設立準備会発足の段階で専従者の配置と事務所が持てるよう検討していく。
⑤ 設立準備会としての活動と 「全国センターの構想」の検討、広範な団体・労働
組合 ・専門家への参加のよびかけを行い、1998年夏頃までに 「全国センター」
が設立できるよう準備 ・活動を行なう。

4、 「設立準備会」発足のための検討課題

① 設立準備会のよびかけ団体・労働組合の検討

② 「よびかけ」の検討 (設立趣旨をどこまで固めるか)   ・
③ 準備会としての活動方針 (全国センターの役割のどの部分までできるか)の 検
討

④ 体制 (専従者配置を含め)、 事務所、財政 (立ち上がり資金を含め)の 検討

Ⅱ、「全国センター」の求められる役割、

1、情報収集と広報活動

① 情報収集 …・労働省や中災防の通達、情報等、学会・研究会等の研究・発表文
書等、労公災認定の申請 `認否等の文書、労公災認定裁判等の文書、労働安全
衛生に関する海外の文書・ILOの 文書等の収集
② 資料保管 …・上記文書、論文、判例、雑誌等の整理 ,保管 → 資料室
③ 公報活動 …・ニュース、雑誌、図書、資料集 (判例等)の 発行

2、学習 ・教育と政策研究

① 活動家養成 ・…学習会 。活動家養成講座、シンポジュウム等の開催
② 教育資料等の作成 ・・,バンフレット・リーフ、ビデオ等の作成 ・普及、ポスタ
ー等宣伝物の作成

③ 政策研究 … 労働安全衛生や労災・職業病に関する政策 ・要求等の作成、各種
文書に対する見解 ・反論等の作成

④ 調査分析 ・…労働実態や労災事故、安全衛生に関する調査 :研究等を研究 。医
療機関等と行う

3、運動の交流 ・支援

① 運動の交流 …・いのちと健康を守る取り組み、職場での労働安全衛生の活動、
労災職業病の認定闘争などの運動交流 → 運動交流集会等の開催
② 運動の支援 ・…労災職業病の認定闘争等で闘っている団体等への支援
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4、

①

各団体 ・個人との連携、共同、相談窓日

各団体や専門家との連携
・…各研究機関 ・団体、医療機関 ・団体、支援団体等

や学者 ・研究者、医師、弁護士等との連携した取り組み

各県のいのちと健康を守るセンタ
ーや単産 。地方組織、労働組合、運動団体等

との共同した取り組み

③ 医療 ・研究機関や弁護団などと連携して、労働安全衛生や労災職業病など
に関

する団体 ・個人の相談窓口になる

5、国際交流

① 労働安全衛生に関する海外の研究機関
・学会等との連携、情報交換

② 海外の労働安全衛生の団体、各国のナショナルセンタ
ーや単産 ・労組等の安全

衛生活動の交流
(以   上 )

過 力 死 を な く し 、 い の ち と 健 康 を 守 る

朝

q7、う

②

1  14済 反       1950年 2月18第鋭E郵使物誠可

死
亡
し
た
夫
に
会
社
が
か
け

て
い
た
団
体
定
弱
保
険
の
保
険

金
を
遠
藤
に
置
さ
ず
、
会
社
が

受
け
取

っ
た
の
は
不
当
だ
、
と

し
て
、
静
岡
県
袋
井
市
の
遺
族

三
人
が
Ｖ
花

シ
ヤ
ッ
タ
ー

（本

社

・
東
京
都
板
橋
区
）
を
相
手

取
り
、
会
社
が
受
け
取

っ
た
保

険
金
約
四
千
九
百
万
円
の
引
き

渡
し
を
求
め
た
民
事
訴
訟
の
判

決
が
二
十
四
日
、
静
岡
地
裁
浜

松
支
部
で
あ

っ
た
。
根
本
真
裁

判
長
は

一会
社
が
夫
に
同
意
を

得
ず
に
か
け
た
保
険
で
あ
り
、

契
約
全
体
が
無
効
と
な
る
」
と

し
て
、
原
告
の
請
求
を
退
け
る

判
決
を
言
い
渡
し
た
。
ま
た
、

団
体
定
期
保
険

・
Ａ
グ
ル
ー

プ
保
険
　
団
体
が
、
そ
の
所
属

員
全
員
を
被
保
険
著
と
し
て
契

約
す
る
掛
け
捨

て
の
生
命
保

険
。
従
業
員
の
遺
族
の
生
活
保

障
な
ど
を
目
的
に
企
業
が
保
険

金
受
取
八
と
な

っ
て
契
約
し
、

企
業
が
保
険
料
を
負
担
す
る
の

が

一
般
的
。
保
険
料
は

一
般
の

個
人
保
険
よ
り
安
い
。
大
蔵
省

に
よ
る
と
、
生
命
保
険
協
会
調

細雛
覇
電
理
念
を
逸
脱
」

会
社
が
受
け
取
っ
た
保
険
金
に

つ
い
て
も

「保
険
会
社
に
返
す

べ
き
貢
務
が
あ
る
」
と
指
摘
し

た
。各

地
で
社
会
問
題
と
な

っ
て

い
る

「団
体
定
親
保
険

Ｌ
Ａ
グ

ル
ー
プ
保
険
」
を
巡
り
、
社
員

個
々
の
同
意
の
な
い
保
険
契
約

を

「無
効
」
と
し
た
こ
と
で
、

約
四
千
五
百
万
人
が
加
入
し
て

い
る
同
保
険
に
対
し
、
抜
本
的

な
見
直
し
を
迫
る
判
断
と
な

っ

た
。訴

え
て
い
た
の
は
袋
井
市
下

山
梨
の
動
産
婦
村
松
季
代
子
さ

ん
合
九
〉
全
二
人
。

村
松
さ
ん
の
夫
文
雄
さ
ん

べ
で

一
九
九
二
年
度
末
の
契
約

件
数
は
約
十
八
万
三
千
件
、
複

保
険
者
数
は
約
四
千
四
百
九
十

万
人
。
保
険
金
を
会
社
が
独
占

す
る
と
し
て
社
会
問
題
化
し
、

生
保
業
界
も
昨
年
秋
か
ら
改
善

に
乗
り
出
し
て
い
る
”
団
体
定

期
保
険
は
、
保
険
料
を
従
業
員

が
自
巳
負
担
す
る
任
意
加
入
方

式
の

「Ｂ
グ
ル
ー
プ
保
険
」
も

あ
る
。

（当
時
四

一
）
は
、
文
化
シ
ヤ

ッ
タ
ー
静
岡
工
事
セ
ン
タ
ー
所

長
だ

っ
た

一
九
八
八
年
六
月
い

く
も
膜
下
出
血
で
死
亡
し
た
。

同
社
は
遺
族
に
退
職
金
と
香
典

で
約
六
百
五
十
万
円
を
支
払

っ

た
。
し
か
し
、
同
社
が
文
庭
さ

ん
に
団
体
定
期
保
険
を
か
け
て

お
り
、
合
計
八
社
か
ら
保
険
金

約
四
千
九
百
万
円
を
受
け
取

っ

て
い
た
こ
と
が
、
そ
の
後
分
か

っ
た
た
め
、
九
二
年
七
月
に
提

訴
し
た
。　
　
　
　
　
、

根
本
裁
判
長
は

「団
体
定
翔

保
険
は
、
他
人
の
生
命
に
か
け

る
保
険

で
あ
り
、
社
員
の
個

別
で
具
体
的
な
同
意
が
な
い

保
険
契
約
は
無
効
」
と
判
断
し

た
。こ

れ
ま
で
会
社
側
は

「社
員

の
同
意
」
に
つ
い
て

「各
支
社

Ｑ
続
括
部
長
に
対
し
て
、
口
頭

で
通
知
し
て
い
る
」
と
す
る

「
団
体
的
同
意
」
を
主
張
し
て

い
た
が
、根
本
裁
判
長
は
「
（生

命
保
険
に
つ
い
て
定
め
た
）
商

法
六
七
四
条
が
要
求
し
て
い
る

同
意
と

見
る
こ
と
は
で
き
な

い
」
と
し
て
、
退
け
た
。

そ
の
上
で

「
契
約
が
無
効
で

あ
る
以
上
ヽ
企
業
は
支
払

つ
た

掛
け
金
を
保
険
会
社
か
ら
返
選

を
受
け
る
の
と
引
き
換
え
に
、

受
け
取
っ
た
保
険
金
を
返
選
す

る
責
務
が
あ
る
」
と
指
摘
、
保

険
金
が
手
元
に
残
ら
な
い
以

上
、
原
告
の
引
き
渡
し
請
求
は

根
拠
が
な
い
と
退
け
た
。

団
体
定
翔
保
険
を
め
ぐ

っ
て

は
、
個
別
同
意
を
と
ら
な
い
で

契
約
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
相
当

数
あ
る
こ
と
か
ら
、
今
回
の
判

断
を
そ
の
ま
ま
あ
て
は
め
れ

は
、
過
去
に
さ
か
の
ほ
っ
て
相

当
数
の
保
険
契
約
が
無
効
と
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
根
本
裁
判
長
は
、
保

険
が
選
族
の
生
活
保
障
を
目
的

に
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、

「生
命
保
険
会
社
と
被
告

企
業
の
経
済
的
利
益
の
追
求
の

た
め
に
行
わ
れ
て
い
る
の
が
実

が

竪

軸

ぃ

「
遠
族
の
生
活

保
障
を
図
る
と
い
う
団
体
定
翔

保
険
の
理
念
を
通
脱
し
た
現
状

を
是
正
す
る
こ
と
が
望
ま
れ

る
」
と
求
め
た
。
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1994 3. 24

弁 護 団 声 明

村松事件弁護団

1 本 日、静岡地方裁判所浜松支部は、文化シャッタr村 松保険金引渡請求

事件について、原告の請求を棄却する旨の不当な判決を言い渡した。

2 判 決は企業と生命保険会社が従業員に秘密裏に、従業員に保険をかけた

行為について、これを公序良俗に反じ無筋とするという判決を下 し、被告

会村:は保険金を生命保険会社に返還すべきものと判示 した。

ところが、判決は、生命保険会社と会社との従業員の生命を取引材料と

している団体定期保険の契約実態に踏み込まず、さらに遺族の生活保障と

いう団体定期保険の本来の避旨にふれながら、会社が、不当な利得を得て

いる事態を事実上放任しようとするものであり、断じて承服できない。

裁判所は、公序良俗に反して大規模に行われている団体定期保険契約を

めぐる生命保険会社の逮法行為を批判しながら、原告の請求を業部する矛

盾 した判断を示している。判決は、本件問題の解決について司法あ任務を

放棄 したものとの批判を免れない。

3 企 業が従業員にかけた死亡保険金を企業が利得することについて、社会

的な批判が高まっており、先般山田地裁では、企業が従業員にかけた保険

金を不当に利得することを認めなt 判ヽ決を下している。企業が保険金を利

得することを事実上認める本判決は、判例の流れにも逆行 し、世論の批判

に挑戦する判決といわぎるを得ない。

4 団 体定期保験 ・Aグ ループ保険は、本来従業員の福利厚生、過族の生活

保障を目的とするものである。それゆえ、保険料は企業の損金として計上

することが認められているものである。生命保険会社の発行 と″ているパン

フレットやチラシにも)企業が利得できるということは一言も記載されてい

ない。文化シャッターも本件各生命保険契約の締結にあたっては弔慰金と

して支払うことを目的として契約を締結 したものである。

欧米等の諸外国においては、この種の保険金を企業が取得することは制

度的に認められていない。わが国においても戦前においては、保険金は全

額遺族に引渡されていた歴史がある。

5 こ れらの事実を証拠にもとづき判断すれば、本判決の誤りは明らかであ

る。原告弁護団は本判決の誤りを正すべく控訴して断闘闘うものである。
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i 松 井労災公正裁判要講書署名のお礼

く過 労 死 を な く 1し 、  い の
｀
あ と 健 康 を 守 る >

十

この度は、東海銀行の松井労災裁判に於いて原告側証人 (須田民男医師)を 採

用し、公平 ・公正な判断をという私共の要請署名に皆様のご支援をいただきおり

がとうございました。

署名累計は短い期間にもかかわらず 12,280筆 集まりました。何度かにわ

たり名古屋地方裁判所民事第 1部へ提出しました。おかげさまで3月 14日 の公

判に於いて、原告側証人
・須田民男医師の採用がきまりました。

これも替様の署名のご協力のおかげです。本当にありがとうございました。今

後も裁判勝利に向けて、努力してゆきますのでご支援よろしくお願いしますす

97年 3月 14日   原 告  松 井  昭 子

愛知働くものの健康センター

録産労東海地本 愛 知県支部

彰琵力実α)毒 章など義義半Jモ誇 寛芭 (傍聴で支援をお願いします)

名古屋地裁 11階 1101法 廷 (052)203-1611

4月 13～ 14日 第 8回 裁判勝利をめざす全国交流集会 (熱海 )

4月 21日 (月)13時 15分  近 藤

15時     木 下判決

25日 (金)10時 20分  浅 井 く全港湾由良海運分会)

5月 11日 (日)鈴 木裁判支援の会総会 ,集会 (一宮)

23日 (金)10時 30分  鈴 木

18時 30分  近 藤裁判を支援する会総会

団体生命保験を考える会集会

お か L′ い 実ゴ'1 「 国回惇卜」L者 予惇ミ腕条 J

を 考 え 浄 集 会

と き  5月 23日 (金)午 後 6時 30分 ～8時 45分

ところ 労 働会館本館第 2Fl・ 2・ 3会 議室 (120名 )

内 容  ・おかしいぞ !団体生命保険近藤さんの裁判を支援する会結成総会

・「団体生命保険」のとりくみの報告 (開示要求、協約
・協定)

・水野弁護士報告、山田理事長あいさつ、鈴木美穂さんあいさつ等
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竃需雷暑景Fン雛盟鮮8
名水労 (石川)、 名勤生協労組で、CB
最初に、川本製作所労安担当者からあ
かるビデオを見てから、工場見学を行い
との懇談をしました。参加者一同職場に
や職場環境 ・労働条件に多くを学びまし細
曇品磐ぁ崇多ご暫た怒想奮聾響誓G香ぃました。

ポンプエ場見学と毎日新聞の職場
本多まゆみ (毎日新聞労組)

「『ポンプて作っても売れるのですか
学算ワ歩募輩上害畳t蓋暑湾楢ぜ象求誓の問に立つ。そして、それは、最初のビ

書景営畳:盲宮:号テ岳;号督豊告3岳岳暑讐昏醤唇景と鷺夢う暑畳魯母景譜魯
メインの工場見学に移ろう。幼いころ親戚の 「工場」に行くとそこは

“
うるさ

をま宮管を:暑官替魯晏旨言営旨!,:       富   宮
営3旨畳:富岳暑宮暑阜暑書を督督魯宮縁掻祭轟豊だ患F爵準歩チ!賢`要習も委

会督暑害醤得]暑3暑言著景:ご脅言]畳宮患醤轡暑書督菩畳暑轡岳啓景暑縁暑
目には、この川本製作所の工場の美しさは、感嘆符つきです。 「きれい !」です。

畳蟹批宮も緒護繁晏密書を学試ち智流寮
んて微々たるもので、毒ガスサリンもそ
か。老朽ビルの水道配管を通り抜けた水

暑雷総雷景驚魯縁醤3i≧畳魯岳歓猛岳
宮醤:を含言:骨督暑言を::含貴::総電寓善字Pあ?堅脊鯨f警営絵繰写多!

川本製作所職場の安全衛生活動見学と交流会

-15-



セ ン タ ー だ よ つ

第 4回 理事会の報告

3月 6日 第 4回 の理事会を、山田、加藤、佐々木、原田、大池、神藤、鈴木

(利)、 鈴木 (美)、 相馬、平田、宮崎、吉川各理事の 12名 の参加で開きまし

た。
最初に、大阪毎日放送の団体定期保険に関するテレビ収録の協力をしました。

これは理事の鈴木 (美)さ ん裁判をを中心に健康センタ
ーのとりくみ状況を理事

舎ご繋嚢密患誓要R蟹番Eン義善舷舌釜品張流畢繁摂尉蟹幸盛舞轡!こ配農墨盆審
支誓ぁ程倉、罷異,こ督唇あ↓、警器羅勤義魯督緩墨撃覆た葛言者佐々末事務局長か
ら
騒審ぞ忌十流審婁燥揺議軽あ婁基る生活動見学・交流会(山田、宮崎、原田、
相馬)と全労連など6団体いのちと健康活動家養成講座(鈴木、原日)の参加理
事から感想と意見がだされました。

  の 導入と運動 (加藤)、 名本労の最近のまた、目立病院への長時間 2交 代夜勤

労
喬墨警縁隼恐i縫糞哀懇墨忌習完F縫畳常曇監雲済鉾懇総督奮革葛抜降に名港(1)名 古屋港の職場の安全衛生活動見

労協と協議をすすめなが、若手の医学者
・弁護士も共同でおこなう。名港

災害防止協会への対応の検討してゆく。

(2)い のちと健康学校 「女性労働者の健康問題」は愛労連婦人協と共催で共同

して取り組む。時期は5月以降、新婦人職場班との共同も検討してゆく。

(3)い のちと健康講座 ・学習会は、愛労連と共同して行う。日程は、愛労連と

協議をして、 「改正労安法の活用」 (山田理事長)と
rメンタルヘルス」

(鋪川医師 。名大)の 内容で行う。

(4)団 体生命保険問題のとりくみ
・近藤裁判を支援する会が準備会として3月 下旬から活動を本格化するに

伴いセンターとしても協力してゆく。
・5月 23日 (金)夜 (労働会館本会会議室 ・120名 )近 藤裁判支援す

る会 ・団体生命保険を考える会集会を成功させる。
・開示要求運動 ・新型保険 (総合福祉保険)の 対応 (住軽金

・大同 ・」R
・毎日労組ほか)を 共同してとりくむ。

(5)地 域でのとりくみは、
・いのちと健康大学一宮教室と西三河での健康相談活

動を地域労連 ・民医連 ・弁護士とも共同で行えるよう検討をして行く

)愛 知労働基準局との懇談は総会前までに日程は基準局と協議して決める。

)い のちと健康を守る全国集会 ・地方組織の交流集会 (6・ 7月 )は 全国セ

ンター準備会に向けての内容でもあるので日程が決まれば積極的に参加。

(8)第 5回 理事会 5月 8日 (木 )。 第 6回 理事会7月 3日 (木 )総 会議案です。

第 7期 :健康センター総会は7月 26日

(労働会館会議室)総 会終了後懇親会
(土)年 後 1時 30分 から

(5時 から)ご 予定下さい。

６

７
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